（金額が別に明記すること以外に、すべて新台幣の元を単位とします）
1、 組織及び営業

　　　当社は、1987年12月11日に創立され、主要な業務は次の通りです：

　(一) 自動車、バイク、船舶用の各種のモジュールの製造と販売業務。
(二) 自動車、バイク、船舶用のスイッチと鍵の製造と販売業務。
(三) 国外関連企業の製品を輸入と販売すること。
(四) 国内で関係する原材料のモジュールの半製品と完成品を仕入れること、と

国内外の販売業務。
2010年までおよび2009年12月31日まで、当社の従業員人数はそれぞれに137人と120人である。親会社は日商朝日デンソー株式会社であり、2010年及び2009年末で、共に当社の普通株1%を持つことです。
二、重要な会計政策の取り纏める説明
当財務諸表は、商業会計法、商業会計の処理する準則及び一般に公認される会計原則に拠って編製することである。前述した準則や、法令及び原則により財務諸表を編製する時に、当社は、不良債権や、在庫品の値下がりする損失、資産が減少する損失、固定資産の減価償却、繰り延べ費用(Deferred Expenditures)の償却、退職年金及び所得税などの計算に対して、合計的な推計する金額を使わなければならなくて、なぜならば、推計することは、判断に関わることで、実際の結果には、ある程度の相異が可能です。
重要な会計政策の取り纏める説明は、以下の通りです：
資産と負債を区分する流動及び非流動の基準
流動資産は現金及び予想する貸借対照表の今後1年内の現金化にする資産を含まれることである；固定資産や、無形資産及びその他、流動資産に属されていない資産は非流動資産である。流動負債は主に取引することを目的として発生した負債を含まれており、及び貸借対照表の今後1年内に弁済しなければならない負債である。負債は流動資産に属しないのが非流動負債である。
貸倒引当金
貸倒引当金は、未回収債権の回収する可能性によってリストされます。
在　　庫
在庫は、原材料、消耗品、完成品と半製品が含まれます。在庫は取得原価と純売却時価のどちらが低い方を選んで価格設定の計算をします。取得原価と純売却時価を比較するときに、同類別の在庫を除いて、個別項目を基礎とします。純売却時価は、正常の状況下で売価から完成品になる前になお投入しなければならない取得原価及び販売費用を引いた後の残高です。在庫コストは加重平均法を用いて計算されます。

固定資産
固定資産は取得原価から減損損失の累計額と減価償却累計額で計上されています。主な追加や、更新及び改良などは資本支出として計上され；修繕及び補修維持費の支出は、当年度の年間費用として計上されます。固定資産の除却または廃棄、そのコスト、減価償却累計額および累積減損評価損は、すべて帳面から相殺されます。固定資産を処理する利益、あるいは、損失は、当年度の営業外利益、あるいは損失として計上されます。

固定資産の減価償却費は直線法を採用し、下記のリストの中に耐用年数に

基づいてリストされます：

建築物、5〜50年；機械装置、5年から15年；輸送する機器、5年間；

事務機器、五年；その他機器、雑項目の設備、５年から12年。
鋳型費
当社は取引先の異なる製品に対する需要に応じて、鋳型の製造に関連している支出を支払って、もし鋳型の所有権は当社に属するならば、鋳型に支払った費用、及び相関する鋳型の経済的利益を3年間の償却期間によって繰り延べ費用として計上されます；もし鋳型の所有権は取引先に属するならば、鋳型に支払った費用を立て支払う鋳型費用として計上し、なお該当費用を回収した金額と立て支払った金額の差額をそれぞれに鋳型費の収入、あるいは、鋳型費支出として計上されます。
資産減損
その簿価上の資産（主に固定資産及び繰延費用）がその相関する回収できる金額で、帳簿上の価値を評価し、重大な減損があった時、その減損された部分を損失として計上されます。その後、もし資産の回収できる金額が増加した時に減損の損失を回転して利益として計上します。ただし、資産は減損の損失が回転された後の帳面価値が、該当する資産の減損損失として計上されていなかった状況下で、計上された未収入償却額を控除した帳簿価額の金額を超過してはなりません、
退職年金
確定給付型年金制度は、保険数理上の清算した結果に基づいて認識され、従業員がサービス期間を提供する確定拠出年金制度は、当年度の年間の年金費用として認識された金額を充当すべきです。
売上高と売上返品と割引販売

　　当社は製品の所有権及び顕著なリスクを顧客に移転した時に売上高として計上します。なぜかというと、収益を創造するプロセスのほとんどが完了し、利益が実現または、実現可能されているからです；売上返品及び割引販売は、発生した当年度に売上高の控除する項目として計上されます。
売上高は、当社及び公正価値を測定するために買い手との取引価格（商業の割引やボリュームディスカウントを考慮した後に）との間の協議によるものであるが、売上高は、その公正価値は、一年期以内の未収入金額がその公正価値と期間満了時の価値との差異が大きくない、かつ取引数量が頻繁である場合、公正価値を計算する時に利子率の計算する方式が組入れないとします。
所得税
所得税は、期間を跨って割り当てることを行って、所謂一時性の差異が減算できこと及び未使用の投資税額控除で所得税の引当金を繰延税金資産として認識されます。なおその実現できる可能性を評価し、評価金額を引当金として計上されます；課税すべき一時性の差異の所得税影響数を繰延税金負債として認識されます。繰延税金資産、あるいは、負債はその相関する資産、あるいは、負債の分類に拠って、流動、あるいは非流動項目に区別されます、相関する資産あるいは負債がないものは、期待する回転期間の長さによって流動あるいは非流動項目に区別されます。

九十九年1月1日の前に機器、研究開発と人材育成などの支出による所得税の税額控除を生じた場合、当期リストアップ方式で処理する法を採用します。前年度の支払うべき所得税の調整を当年度の所得税に組入れます。所得税法の規定に基づいて、未分配利益に対して、１０％の法人所得税の課税を当年度の所得税費用として追加徴収することを株主総会から決議することとします。
外貨を基準とする取引事項
外貨を基準とする取引事項は、取引日の直物為替相場(Spot Exchange Rate)に基づいて記帳します。外貨の資産と負債が実際的で新台幣の収支で清算する時、異なる為替レートの発生した損失あるいは利益を適用できるため、年度の損益を清算するものとします。外貨の資産と負債の年末の残高は、再び年末の直物為替相場によって換算と調整を与えて、そこで発生した両替による差額は年度の損益になるものとします。
三、 会計を変動する理由は及び在庫品の会計処理に与える影響を処理する準則
当社は98年1月1日から新しい改正した財務会計の準則官報の第10号「在庫品の会計処理の準則」を採用します。主要な改正は(一)在庫品がコストと純の売却時価のどちらの低い者で評価することを含まれており、しかも同類別の在庫品を除いて、逐項目毎に比較するべきです；(二)固定的な製造費用をまた割り当てていない場合、発生する当期は、売上原価として計上されます；および(三)普通でない製造コストと在庫品が値下がりする場合は（あるいは値上げする利益）売上原価として分類されるべきです。この会計上の変動は、98年度の税前純益は0元減らして、本年度純益は0元減らします。99年末の定期預金の見通しは100年2月間の期限日になって、年利率は0.20%～0.70%（98年末：なし）です。

六、 在庫品の棚卸純額
99年および98年12月31日、在庫圧縮引当金は(Allowance For Reduction of Inventory )それぞれ 　元および 　元です。
99年度の売上原価は在庫品が値下がりすることおよび停滞することによる損失を含めて、0元および在庫超過レポート（Inventory overage report）0元。

98年度の売上原価は在庫品が値下がりすることおよび停滞することによる損失を含めて、0元および在庫超過レポート（Inventory overage report）0元。

　七、
固定資産
　99年および98年12月31日に固定資産の保険をかけた金額はそれぞれ0元および0元です。
　99年まで12月31日まで、当社の上述した土地と家屋の建築物は土地銀行に金を借りる担保物件にして借金した金額は　　元であり、99年12月31日まで、まだ使用していません。

　八、
繰延費用(Deferred Expenditures) （98年の年末：ない）
　　屬確定給付退休辦法之退休金相關資訊揭露如下：
　(一)
淨退休金成本為：
　(二)
退休基金提撥狀況與應計退休金負債之調節如下：
　(三)
退休金給付義務及計算淨退休金成本之假設為：
　
	　(四)
提撥至退休基金金額
	
	
	
	

	　(五)
由退休基金支付金額
	
	
	
	


九、 従業員の年金
　　「労働者の年金条例」の年金制度が適用されて、確定した年金拠出する規則に属されて、従業員の毎月給料の６パーセントを年金として拠出して、労働者保険局の個人が持つ専門口座に振り込みます。当社は99年及び98年度に拠出した年金コストは、それぞれに

０元及び0元です。

　　「労働の基準法」の年金制度が適用されて、確定した年金を給付する規則に属されて、従業員に年金を支払うのは、従業員が入社してから勤続した年数及び退職が審査と許可される前の６か月の平均給料で計算します。当社は従業員の毎月の給料総額の８％で年金準備金として拠出し、労働者の退職する準備金の監督委員会に依頼し、この委員会の名義から台湾銀行の専門口座に預け入れます。当社の99および98年度に拠出した年金コストは、それぞれ　0元および　　0元です。
確定した年金拠出する規則に属される相関する情報は次の通りです。
　(一) 純年金コストは：
　(二) 退職基金の拠出する状況と未払年金受給額(Accrued  Pensionable Amount)の調節は次の通りです：
(三) 年金の給付する義務と純年金コストの試算は次の通りです：　  
	　(四) 退職する基金に拠出した金額
	
	
	
	

	　(五) 退職する基金から支払った金額
	
	
	
	


十、
所得稅

 (一) 当社の税引き前の帳簿上の利益( Book Profit before Tax)は、法定税率に従って（9年度：17%；98年度：25%）計算した所得税の費用及び未払所得税の調節が次の通りです：　
(二) 所得税の費用
　　立法院は99および98年度の間で続々と下記の法規を修正して通しました：
　　98年5月に所得税法の第5条の条文を修正して、営利する事業法人所得税の税率は25パーセントから下げて20パーセントになって、そして99年度から施行します。
　　99年5月に所得税法の第5条の条文を修正して、営利する事業法人所得税の税率は20パーセントから下げて17パーセントになって、そして99年度から施行します。
　　当社はすでに、この修正した法規の条文に従って再び繰延所得税金資産あるいは負債を計算して、そして発生した差額を所得税の利益と費用とします。
　(三) 繰延します。
　(四) 2税を1つにすることに関連する情報
：　　当社の99年度の推計額および98年度の実際的な利潤分配の税額の控除する比率は、それぞれに　　　0%および　　0%です。
　　　所得税法の規定に依り、当社は、もし86年度（以前を含めて）の未分配利益を分配する時、株主は株主割当の控除できる税額を配りません。もし87年度（以前を含めて）の未分配利益を分配する時、本国の株主は配当金を分配する日の税額の控除する比率を持ちまして、割り当てられた株主が控除できる税額を計算することが出来ます。また、実際に株主に割り当てた控除できる税額は、配当金を分配する日の株主の控除できる税額の口座残高を基準とするべきであるために、当社は、推計している97年度の利益分配の税額控除する比率は、将来に実際に株主に分配する時に適用される税額控除する比率とは、多少の差異があります。但し、当社は外国の株主に利益分配する時に、外国人の投資条例の規定に従って、所得税の源泉徴収額を控除するべきであり、また、外国の株主であるために上述した控除できる税額比率が適用されません。もし、外国の株主は分配された利益の総額が以前年度に追加徴収される10％の営利事業法人所得税の部分が含まれた場合、この追加徴収される10％の営利事業法人所得税の部分の税額を用いて、彼らが徴収されるべき税額と相殺することが出来ます。
　(五) 99年および98年12月31日に86年度（以前を含む）に属する末分配利益は
すべて、　　0元です。
　(六) 当社の所得税の決算申告書は、税の徴収する機関からの査定が97年度までにすでに完成された。
十一、 株主の権益
　　当社の会社規程に定めた規定に依れば、年度決算は、余剰金があれば、法に従って、税金を完納し、なお以前の年度の損失を補った後に、法定利益準備金（legal  Earned Surplus Reserve）として、最初に１０％を拠出し、なお配当金を分配した後にもし余剰金がある場合、0％を拠出し、取締役、監査役の報酬にして、および　0％を拠出して、従業員にボーナスとして分配します。必要に応じて、特別準備金、あるいは、ある部分の余剰金を保留するほかに株主のボーナスとして、各株主が保有する株の比率に従って分配します。

　　当社は99年4月26日、株主総会で規程を修正することを決議して、取締役、監査役報酬の拠出について、株主総会が定めることに改めました。99年度の未分配従業員のボーナスの試算した金額は　０元であり；98年度の未分配従業員のボーナス及び取締役、監査役の報酬の試算した金額は　０元及び0元であり、これは、当社の会社規程の中に定めた分配の割合率により、試算する根拠としたものです。株主総会が決議をする日において、もし金額が依然として変動がある場合、会計上の推定が変動された時の処理方法で処理します、それに株主総会で決議した年度に調整して計上されます。もし株主総会で株券を用いて、従業員のボーナスとして分配することが採択された場合、株券のボーナスの株数は、決議された分配する金額を株券の公平的な価値で割る方法で決定します。株券の公平的な価値は、最近1回の会計士が査定した財務諸表の純額を計算する基礎とします。
法定利益準備金は、会社の総払込済み株式資本額の総額に充当されるべきです。法定利益準備金は、会社の赤字損失を補填することに使わせることが出来ます；その残高は、実際の資本金の50％に達している時、その半分を資本金として充当することが出来ます。法令の規程に従って、資本準備金は、会社の赤字を補填することを除いて、使用することが出来ません。

　当社の株主総会は99年4月26日に元の取締役会が決議した配当金の割当額を改めることを決議しました、それによって、98年度の従業員のボーナス及び取締役、監査役の実際に割当てた報酬の金額と元の試算した金額とは一致しなかったことになり；株主総会で決議した実際に割当てた従業員のボーナス及び取締役、監査役の報酬は　0元であり、その金額と計上された試算した金額との差異をすでに99年度の損益の中に調整されました。
　当社は93年4月13日に朝日電装会社との間に技術権限を授与する企業提携の契約に署名をしました、朝日電装会社から当社に相関する生産技術を提供し、契約期間は五年です。当社は毎月の売上総額から必要な支出を控除した後の純額の百分の　０を報酬金として、半年毎に1回で支払います、98年4月13日に元の企業提携の契約した有効期限が満了した後に、当社はすでに朝日電装会社と再びの提携契約の五年間延長の契約を署名した。99年及び98年度の相関する技術報酬金はそれぞれに　　0元及び　0元です。
６．当社と朝日電裝の社長である手嶋光裕氏とは、手数料支払う契約を結んでおり、朝日電裝の社長から相関する専門的な販促業務のサービスを提供し、当社は、その輸出売上高の百分の　０以内で手数料を支払います、なお　０元を上限とします。毎月1回で支払います。該当する契約は、すでに98年7月31日に終了した。98年度の手数料支出は　０元です。
十四、 重大な契約、及びその他の事項
当社は94年度からMcNeil Enterprise会社を通して海外の取引先を推薦して貰い、当社が毎月に海外の取引先から商品の代金を受け取った商品代金の0%で、手数料を計算して、毎月一回で支払います。99および98年度の手数料の支出はそれぞれ0元と0元です。当社の1名の従業員は97年の間に当社は業務上の縮小と撤廃することの効果が少なかった部署から解雇されました。その後、労資双方の仲裁がうまく出来なかったために98年1月19日に裁判院に告訴した。本案件はすでに99年10月29日に台湾新竹地方裁判院に当社の敗訴が言い渡されした。当社は該当従業員との法廷外の和解協議が成立し、和解協議に基づいて、当社は、該当従業員に支払った滞納した給料及び退職手当は　０元であり、支払った金額を給料の支出費用として計上されました。
 (五) 財務リスクの情報
十五、 金融商品の情報公開　
(一) 公平な価値の情報　
(二) 当社は決定した金融商品の公平な価値の使った方法と仮説が次の通りです：
 1. 短期金融商品は、その貸借対照表の上の帳簿価値でその公平な価値を推計します。

この種類の商品は満期日が非常に近くて、その帳簿価値は公平な価値を推計することが合理的な基礎に属するべきです。この方法が現金、受取手形と帳簿資金に応用されます。

－非関係人、受取手形と帳簿上の資金
－関係人、支払手形と帳簿上の資金
－非非関係人、支払手形と帳簿上の資金
－関係人、未払費用
－非関係人、未払費用
－関係人。
 2. 払い戻し預金 （deposited paid）は、特定の満期日がないため、帳簿価値でその公平な価値を推計します。
 (三) 当社は、99年の年末に利率変動の公平な価値のリスクがある金融資産をは0元（98年の年末：なし）です；99および98年の年末に利率変動のキャッシュフロー額のリスクがある金融資産は、それぞれ　0元および　0元です。
 (四) 当社は99および98年度に公平な価値ではない、かつ公平な価値変動を損益項目の中の金融資産、あるいは金融負債の項目に計上されます。その利息収益の総額はそれぞれ　0元および　0元であり、99および98年度にはすべて、利息費がなかったです。
（1）市場リスク 
当社は持有している外国為替の金融資産と負債は、外国為替レートの変動に影響されるリスクがあり、当社は、すでに相関する監視システムを建立したし、随時に保持している外国為替の金融資産の部分及び市場の為替レートの変動や市場のする状況を監視し、外国為替レートの変動するリスクを低減させます。当社は利率が変動する公平価値のリスクがある金融資産及び負債と利率の変動があるキャッシュフロー額の金融資産の当社総資産の中での比率は極めて低いであり、それが所以に利率の変動は当社に対して重大な影響が齎すことが至らない筈です。
２．信用のリスク 
金融資産は当社の取引する相手、あるいはその他の方の契約が履行しないの潜在的な影響を

受けていますし、その影響としては、当社が従事する金融商品の信用リスクの集中する程度、構成する要素、契約額とその他の債権です。当社は信用リスクの金額は、貸借対照表上にのぼる日公正価値を正数とした契約を評価する対象とし、その信用リスクと帳簿価値に相当し、但し、当社は取引する前に慎重に信用が良好である取引の相手を選んで、なお適当的な信用調査のプロシージャーを採用し、重大な信用リスクが発生されることまでには至らないのだと予測しています。
3. 流動性リスク
当社が運営する資金は、まだ十分に対応することが出来、それが所以に資金を調達することが出来ないためによる契約の義務を履行することは、出来ない流動性リスクが今までにもありません。

十六、
その他
当社は具有する重大な影響がある外貨の金融資産及び負債の情報が以下の通りです：






